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資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応について 

 

当社は、2026 年６月 25 日開催の取締役会において、資本コストや株価を意識した経営の実現に向け

た対応について、当社の現状を分析・評価し、改善に向けた方針・取組みを決議いたしましたので、下

記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．現状分析・評価 

 2022 年３月期 2023 年３月期 2024 年３月期 2025 年３月期 2026 年３月期 

ＲОＥ(自己資本利益率） △11.48％ 7.66％ △1.06％ 4.25％ 12.06％ 

ＰＢＲ(株価純資産倍率） 1.09 倍 0.58 倍 0.50 倍 0.39 倍 0.41 倍 

ＰＥＲ(株価収益率） － 7.87 倍 － 9.56 倍 3.65 倍 
 

  当社グループは、2022年１月 14 日に策定した５か年の『ＴＫＳグループ中期経営計画』において、

「顧客の課題に向き合い、柔軟なカスタマイズ力により新たな価値を創造し、課題解決をサポートす

る」を経営理念として掲げ、新聞輪転機の専業メーカーとして培ってきた技術を活かし、新規事業の

育成と事業構造の再構築をはじめとした抜本的な経営改革に取組んでおります。 

ＲОＥは輪転機事業の収益ボラティリティが高いことに加えて、訴訟関連費用の計上や、経営改革

に伴う子会社整理損および事業構造改革費用の計上など特別損失の計上が負担となり、親会社株主に

帰属する当期純損失の年度が直近５年間において二度ありましたが、直近での業績は安定してきてお

り、さらに充分なＲОＥの水準を達成するには、収益力および資本効率向上が課題であると考えてお

ります。 

ＰＢＲは１倍を下回る状況が続いております。当社グループは長期にわたる業績の低迷を脱し、内

部留保は改善傾向にあり自己資本比率もこの５年間で８％改善、純資産は増加している一方で、主力

事業の輪転機事業は需要が漸減しており、AGV（無人搬送車）を始めとする新規事業についても伸長し

ているものの充分な成長性を示せる状況までには至っておりません。また、無配が継続しており、こ

れらの要因が株価に影響しているものと考えております。 

ＰＥＲにつきましても、収益力、成長性、株主還元において市場からの評価が得られていないこと

が低水準の要因と考えております。 



 

２．改善に向けた方針・目標 

  中期経営計画の推進に加え、現状分析・評価で認識した当社の課題を踏まえ、事業成長と収益性の

向上を図り、中長期的な企業価値の向上を目指してまいります。 

  目標としましては、中期経営計画で掲げている 2027 年３月期にＲОＥ６～８％の水準となること

を目標とするとともに、2027 年３月期までの復配を目指します。 

 

３．改善に向けた具体的な取組み 

中期経営計画公表後の外部環境の変化への対応も含め、改善に向けた具体的な取組みを進めてまい

ります。 

（１）収益性 

  ◆ 2025 年３月に完成した、印刷品質を維持してコストダウンを実現するというコンセプトのもと、

最先端の技術を取り入れながら、ユーザーの省人化・省力化に貢献する次世代型標準輪転機「カ

ラートップ・エコワイドⅢ」の積極的な販売活動による国内市場の更新需要の喚起 

  ◆ 輪転機更新需要の集中に対応した生産体制の構築による需要の確実な取り込み 

（２）成長性 

  ◆ カスタマイズ力を強化し、AGV（無人搬送車）事業の更なる推進 

  ◆ 外部協業により 2024 年８月に完成した、自律走行清掃ロボット「一望打塵(いちもうだじん)」

の拡販 

  ◆ 輪転機事業で培った技術を活かした加工組立事業の拡充 

◆ 新規事業の事業構成比を高め、事業構造転換を推進 

  ◆ 人的資本経営を意識した研修の充実、多様な人材確保に向けた採用方針およびエンゲージメン

トに資する社内諸制度の見直し 

◆ 輪転機派生技術を活用した新規事業参入の継続的な検討 

（３）株主還元 

配当政策につきましては、中期経営計画において掲げた復配を目指しており、現在、2027 年３月

期の期末配当を予定しておりますが、配当方針および１株当たりの配当は検討中であります。 

また、復配に先立ち、株主還元の一環として、2026 年５月 20 日開催の取締役会において会社法

および定款の定めに基づく自己株式の取得を決議し、５月 21 日から６月２日までに 152,900 株の

取得を実施いたしました。今後も、株主還元の充実および資本効率の向上に取り組んでまいります。 

なお、訴訟などを通じて取得した自己株式については、株主還元、人的資本および資本政策など

を勘案しながら検討を進めております。 

（４）IR 活動の強化 

当社経営陣は、中長期に当社株式を保有する機関投資家株主と定期的な対話を行っています。中

期経営計画の内容や進捗状況、ガバナンス体制について話し合い、企業価値の向上や持続可能な成

長を目指す取り組みを進めてまいります。 

以 上 


